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1．はじめに
2011年 3月に発生した東日本大震災のうち、東京電力福島

第一原子力発電所の事故では、環境中に大量の放射性物質が

放出され、社会に多大な影響を与えた。これに対処するため、

事故の直後から政府関係府庁、地方公共団体、原子力事業者、

大学や民間、個人レベルによる多岐・多層に亘る放射線モニタ

リングが行われてきた。政府は 2011年 8月に「きめ細か」で、

「抜け落ちのない」モニタリングを展開すべく、原子力災害対

策本部の下にモニタリング調整会議を設置し、総合モニタリン

グ計画を策定した。この計画では、測定実施及び測定情報の

集約に関する主体（役割分担）の明確化、種 の々対象ごとの実

施計画と、結果の蓄積・整理及び利活用の在り方等に関する

留意事項が示されている。以降、総合モニタリング計画は数

度の改定が行われ、現在（2016年10月）に至るまでこの計画に

基づいた放射線モニタリングが途切れなく実施されている
1）。

日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）は原子力災害

対策基本法が定める指定公共機関であり、地震発生から程な

くして文部科学省から専門家の現地派遣要請を受け、3月12
日の早朝より福島県大熊町を起点とした放射線モニタリング活

動を開始した。この活動は当初福島県の地域防災計画（原子

力災害対策編）に基づく緊急時放射線モニタリングの支援を中

心に展開されたが、現在では前述の総合モニタリング計画の

中で、原子力規制委員会が県内各地で実施する「サーベイメー

タ等による空間線量率の定点測定及び積算線量計による積算

線量の定点測定の実施」の技術的支援としての位置づけで継

続されている。

総合モニタリング計画では、モニタリングポストによる空間

線量率の定点測定のほか、航空機モニタリングや自動車を利用

した連続走行サーベイによる空間線量率マップの作成につい

ても記載されている。走行サーベイを利用した結果について
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図1	 本解析で対象とした空間線量率の測定地点
（国土地理院地球地図日本第 2.1 版の地形データ及び航空機モニタリングにより得られた線量率データ

（2013 年 11月19日換算値）
4）を基に QGIS2.12.1で作成。）
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は、空間線量率のこれまでの時間変化を基にして、長期的将

来にわたる線量率変化を予測するための詳細な解析が実施さ

れている
2, 3）。この解析は県内の広範なエリアを対象としてお

り、土地利用区分ごとに線量率の将来予測がされているほか、

区分に応じた線量率の変動傾向（環境半減期等）が評価されて

おり、地域ごとの除染計画の策定や住民帰還のための判断材

料として重要である。一方、走行サーベイの特性上、まとまっ

た範囲（約 100 mメッシュ）で平均化した空間線量率の各 を々

解析対象としていることや、同一メッシュについて得られる

データ数（測定頻度や時期）に制約がある。したがって、1地点

（数メートル程度の狭い範囲）で得られる多くの時系列データ

（線量率トレンド）を基に線量率の変動傾向を詳細に検討してお

くことも必要である。着目する範囲を狭くすることにより、線

量率の変動に関係するその地点の特徴（ウェザリングのされや

すさ等）が個別に確認できる可能性もある。

サーベイメータによる空間線量率測定は、モニタリングポス

トによる測定に比べて検出器周辺の汚染や温度変動の影響を

受けにくく、測定条件が明確である。データの経時的連続性

の面ではモニタリングポストに及ばないが、事故から5年以上

が経過して、多くの線量率データが蓄積され、その変動割合

は小さくなってきている。そこで本研究ではサーベイメータ及

び積算線量計による空間線量率（周辺線量当量率）の定点測

定について、2016年10月までに公開されたデータを改めて詳

細に見てみることで、地点ごとの線量率の変動傾向を、空間線

量率の環境半減期や、積雪による低減効果の観点で調べた。

また、変動傾向を現場の状況と地点ごとに照らし合わせ、関

係性を考察した。

2．評価対象及び方法
（1）評価対象

福島県内におけるサーベイメータ等を用いた空間線量率の

定点測定は、2015年11月現在、原子力規制委員会により103
地点、福島県により41地点で実施されているほか、各市町村

や東京電力等によっても行われている。本解析では原子力規

制委員会のデータのうち、福島第一原子力発電所から20 km
から60 kmにある15地点を選定し、評価対象とした。これら

地点の選定は、事故の初期（2011年5月頃）から現在まで連続

して測定が行われていることに加え、原子力機構のスタッフが

測定を実施又は同行して現場の状況がよく把握されていること

を基準に行った。対象地点を図 1及び表1に示す。これらの
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表1	 評価地点の一覧及び関数適合で得られた環境半減期等

*1 ASI: サーベイメータによる空間線量率、EPD: シリコン半導体検出器による積算線量、GB: ガラスバッジによる積算線量。
*2 除染状況等については事実関係が確認できたもののみを記載している。

地点 特徴 測定項目 *1 ɑ1 T1（年） T2（年） 備考 *2

1（�福島市杉妻町2-16
（福島県庁））

タイル張り、近傍にコン

クリート壁あり、道路か

ら離れている

ASI 0.74 0.11 2.8
EPD 0.020 3.3 3.3
GB 1.1 1.8 2.8

21（�双葉郡葛尾村上

野川仲迫 78）
アスファルト舗装道路

上、畑地との境界付近
ASI 0.58 0.079 7.7 ●�関数適合使用データ : ～ 2013 年 5月

●�2013 年 5月に周辺除染作業
●�2013 年 6月に除染土袋仮置き
●�2013 年 7月に除染土袋撤去
●�2013 年 9月に付近の側溝の泥の除去及
び道路補修

EPD 0.32 0.34 -

GB 0.14 0.67 4.6

31（�双葉郡浪江町津

島下谷津 70-3）
側溝蓋上、近傍に樹木

あり
ASI 0.23 0.36 11

EPD 0.69 0.033 19

GB 0.00 0.62 8.8

32（�双葉郡浪江町赤

宇木手七郎 252）
アスファルト舗装道路

上、近傍に未整備の土

手あり、頭上に樹木の

張出しあり

ASI 0.12 0.17 6.9 ●�2015 年 9月に大雨、土砂崩れによる表
土の剥離、周辺土手の草刈りEPD 0.47 0.045 9.4

GB 0.81 0.044 5.7

33（�相馬郡飯舘村長

泥長泥 982）
アスファルト舗装道路

上、畑地との境界付近
ASI 0.38 0.45 27 ●�2015 年 9月、測定日前日まで大雨

EPD 0.63 0.048 9.0

GB 0.44 0.11 6.3

34（�双葉郡浪江町津

島大高木 38）
アスファルト舗装道路

上、畑地との境界付近
ASI 0.096 0.13 7.8

EPD 0.45 0.054 7.1

GB 0.57 2.6 9.6

38（�いわき市四倉町

中島大久保51-4）
舗装駐車場端の縁石

上、近傍に整地された

芝生及び生垣

ASI 1.0 0.00 6.1

GB 0.10 0.0071 6.5

79（�双葉郡浪江町下

津島萱深 47-2）
アスファルト舗装駐車

場上、近傍に金属製

フェンスあり

ASI 0.34 0.24 4.6

EPD 0.60 0.057 5.5

GB 0.024 0.19 3.8

83（�双葉郡浪江町赤

宇木椚平 1-53）
木製ベンチ上、周辺未

舗装、川縁の未整備土

手との境界付近

ASI 0.33 0.066 13

84（�いわき市三和町

差塩館下 12）
コンクリート上、整地さ

れた芝生との境界付近
ASI 1.0 0.0052 6.0

EPD 0.10 0.0071 8.5

GB 0.11 0.0071 13

n4（�双葉郡浪江町赤

宇木塩浸 29）
アスファルト舗装道路

上、近傍に側溝あり
ASI 0.36 0.088 13 ●�関数適合使用データ : ～ 2014 年 9月

●�2014 年 9月に周囲の除染（未確認）

i3（�相馬郡飯舘村草

野向押 5）
コンクリート土留め上、

近傍に未舗装の土手、

消火用設備あり

ASI 0.60 0.41 14 ●�関数適合使用データ : ～ 2014 年 8月
●�2014 年 9月に周囲の除染

i6（�相馬郡飯舘村関

根谷地向 148）
アスファルト舗装道路

上、畑地との境界付近
ASI 0.88 0.033 3.5 ●�関数適合使用データ : ～ 2014 年 10月

●�2014 年 11月に周囲の空地の除染
●�2015 年 1月に周囲のフレコンバッグ撤去

i7（�相馬郡飯舘村臼

石町 25）
アスファルト舗装道路

上、未舗装土手との境

界付近

ASI 0.51 0.073 6.9 ●�関数適合使用データ : ～ 2013 年 8月
●�2013 年 9月に周囲の除染（表土の剥ぎ
取り）

●�2014 年 6月に道路脇の堆積物除去及び
周囲の草刈り

i8（�相馬郡飯舘村二

枚橋町 106）
側溝蓋上、近傍にガー

ドレールあり、未舗装

駐車場との境界付近

ASI 0.59 0.063 7.2 ●�関数適合使用データ : ～ 2013 年 5月
●�2013 年 6月に周囲の除染（表土の剥ぎ
取り）

●�2013 年 7月に周囲の除染（表土の入れ
替え）
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図 2	 対象としたデータの取得に用いられたサーベイメータ及び積算線量計の設置状況
（左 : サーベイメータによる空間線量率測定の様子、右 : 積算線量計設置の様子）

表 2	 対象としたデータの取得に用いられたサーベイメータ及び積算線量計の仕様等5-8)

メーカー・型式 検出器、素子 仕様等

サーベイ
メータ

日立アロカメディカル株式会社

ICS-323C 円筒型電離箱

測定線種 : X線、 γ線、 β線（β線は先端のキャップを取り外して測定）;
エネルギー特性 : 30 keV～2 MeV（137Csの校正定数に対する比が0.85
～ 1.15）; 1 cm 線量当量率測定範囲 :1 μSv/h ～ 300 mSv/h

日立アロカメディカル株式会社

TCS-172B

NaI（Tl）シンチ
レーション

検出器

測定線種 : γ線 ;エネルギー範囲（線量率について）: 50 keV～ 3 MeV（3 
MeVカットなし）; 1 cm 線量当量率測定範囲 : バックグラウンド～ 30  
μSv/h

積算線量計

富士電機株式会社

CPXANRFA-30（DOSE i- γ）
シリコン半導体

検出器

測定線種 : X線、 γ線 ; エネルギー範囲 : 35 keV～ 3 MeV; 線量範囲 : 
0.001 mSv ～ 999.9 mSv; 線量率範囲 :0.001 mSv/h ～ 999.9 mSv/h;
データ保持件数 : 600 件

株式会社千代田テクノル

ES, GV（環境タイプ）
ガラスバッジ

測定線種 : X線、 γ線、 β線 ;エネルギー範囲 : β線 130 keV～3 MeV、
X線、 γ線 10 keV～ 10 MeV; 線量範囲 :0.1 mSv ～ 10 Sv

福島第一原子力発電所の
方向

木箱の内部
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地点では放射線サーベイメータを用いて空間線量率を測って

いる箇所と、サーベイメータでの測定に加えて積算線量を測っ

ている箇所がある。評価には 2011年 5月から2016年 3月又

は 6月の測定データ（時期は地点及び測定方法により若干異な

る）を用いた。

サーベイメータを用いた空間線量率の測定は、線量率が30 
μSv/h以上（2013年 4月以降は 25 μSv/h以上）の場合、日立

アロカメディカル株式会社（現・株式会社日立製作所）製の電

離箱式サーベイメータ ICS -323C 5）により、それ未満の地点で

は同社製NaI（Tl）シンチレーション式サーベイメータTCS -
172B 6）を用いて定期的に行われている。図 2（左）に示すよう

に、いずれの地点においてもサーベイメータ検出部の実効中

心が地上高さ1 mになるよう測量用ポールを用いて正確に位置

合わせをして測定が行われている（一部の時期を除く）。また、

測定者の立つ位置を各回の測定で揃えるため、サーベイメー

タ検出部の前面又はプローブ先端が福島第一原子力発電所の

方向に向くよう測定条件を統一している。線量率は数値の安定

後、10秒毎に 5回読み取り、5回の平均値を記録している。

一方、積算線量は富士電機株式会社製電子式個人線量計

（DOSE i - γ）CPXANRFA-30（検出器:シリコン半導体検出

器）
7）及び株式会社千代田テクノル社製の広範囲用ガラスバッジ

環境タイプES（装着ケースGV）
8）により測定されており、前者

は線量を基本的に週1回の頻度で現地にて読み取り、後者は

1か月に1回交換し、素子をメーカーに返送後、線量が評価さ

れている。これらの線量計は図 2（右）に示したプラスチック

容器に乾燥剤とともに封入後、地上 1 m高さになるよう設置し

た木箱に収納されている。

これらのサーベイメータ及び積算線量計の仕様等を表 2 に

まとめた。なお、今回解析対象としたデータは原子力規制委

員会及び原子力機構によって取得されており、結果は原子力規

制委員会のホームページで公開されている
9）。

（2）評価方法
a）積雪がないときの変動傾向
対象としたすべての地点について線量率は時間とともに減少

しているため、まず、積雪時（積雪の有無の判断については後
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F( t)=D0 T134 T137 T1 T2
t t t tɑ1 expln2 ln2 ln2 ln2

（1- f 134）exp （1- ɑ1）exp- - - -+ +DBKG+f 134 exp（ （ （ （） ） ） ） ‥‥‥‥‥（1）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（2）J=
n

i=1

∑ W（D*
i - Fi（ t））2
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述）のデータを除外した上で、個 の々線量率データを（1）、（2）
式に関数適合することで減衰の傾向を解析し、適合結果から

半減期等のパラメータを求めた。関数適合にはMicrosoft 
Office Excelのソルバー機能（GRG非線形）を用いた。線量

率データは 1日おきに取られていた時期や、1週間或いは 1月

おきにとられたものが混在しているため、（2）式を用いてデー

タ取得間隔に応じた重みづけをした上で関数適合した
A）。測定

地点周辺における大規模な除染活動の実施が確認されている

場合（表1の備考欄に記載）は、その前の時点までを環境半

減期等の解析対象とした。

ここで、F（t）: 経過日 t における線量率、D0 : 基準日（2011
年3月15日）の線量率、f134 : 基準日における

134Cs線量寄与割

合、T134、T137 : 134Cs、137Csの物理学的半減期、ɑ1: 成分1の割

合、T1、T2 : 成分1、2の（環境）半減期、DBKG : バックグラウン

ド線量率、J : 重みつき残差の平方和、W : 荷重係数（前回測

定日から次測定日までの日数）、Di
*: 空間線量率の実測値、Fi

（t）: （1）式で求まる経過日 t における線量率である。

このF（t）は、基準日の線量率D0 が、放射性セシウムの壊

変による物理的減衰と、その他の要因による減衰で減少して

いくことをモデル化したものである。チェルノブイリ原子力発電

所事故等に関する過去の環境中の放射性物質の移行に関する

研究では、1成分の指数関数モデルでは指標の減少傾向を適

切に反映できず、このような 2 つの指数関数を用いて移行係

数や放射能濃度の経時変化を表わすことが少なくない
10, 11）。

上式では、物理的要因以外の減衰項は、早い成分、遅い成分

に別けて考えており、それぞれの半減期をT1、T2、早い成分

（成分1）の割合をɑ1として定義している。上記に列挙したパラ

メータのうち、下線を付したものを関数適合で導出し、その他

のパラメータは初期値として固定の値を用いた。具体的には、
137Csに対する

134Csの線量寄与割合f134 については、地点 32
及び83で採取した18の土壌試料の

134Cs/137Cs放射能濃度比

（基準日に減衰補正）に対し、IAEAの技術文書
12）に示された

これら核種に対する線量率/沈着面密度比（
134Cs: 5.4×10-6 

（mSv/h）/（kBq/m2
）、

137Cs: 2.6×10-6
（mSv/h）/（kBq/

m2
））を乗じて算出した。これ以外の地点については線量率の

測定地点直近で土壌放射能濃度が評価されていない場合が

あることや、今回対象とした地点全体にわたり基準日に減衰補

正した
134Cs/137Cs比が安定しているため

13）、一律にf134 = 0.72
とした。

134Csと 137Csの物理学的半減期は各々2.0644年、

30.05年を用いた
14）。バックグラウンド線量率については、事

故前（2010年）における福島県内の平常の変動幅が30 ～71 
nGy/hと報告されていること

15）を参考に、DBKG = 0.05 μSv/h
と設定した。

b）積雪による線量率の低減効果
前項で関数適合に用いなかった積雪時の線量率データを

対象とし、積雪の深さ（積雪深）と線量率の関係を調べ、積雪

遮蔽ファクタを求めた。対象とした期間に冬季は 5シーズン

含まれ、線量率は時間とともに減少しているため、（1）式によ

る減衰補正後の線量率F（t）と、観測された線量率Di
*
の比（F

（t）/Di
*
）を積雪遮蔽ファクタとして定義した。なお、積雪の有

無の判断は、線量率測定に関しては現地で 1 cm以上の積雪

を観測したときに積雪有りとしている。また、積算線量につい

ては線量の読取又は線量計交換時のみの観測に基づいてその

有無と積雪深が判断されており、降雪や融雪の状況によって

は線量計の設置期間にわたって平均された積雪状況と異なる

場合がある。

3．結果と考察
（1）サーベイメータで測定された空間線量率のトレンド

サーベイメータで測定された空間線量率の推移の例を図 3
に示す。地点 83（双葉郡浪江町、福島第一原子力発電所から

北西に約 24 km地点）では 2011年 4月に測定が開始され、当

初 50 ～70 μSv/h程度あった線量率が5年後に約 10 μSv/h
まで減少する。毎年冬季には 10 ～ 55 cmの積雪があり、こ

の影響で線量率が最大40%程度減少する。この地点では

2011年12月末までは土日を含め毎日測定が行われ、以後

2013年 3月末まで 1週間おき、その後は約 1か月おきにデー

タが取得されている。2012年1月頃までの線量率はそれ以降

に比べばらつきが大きいが、これは位置決め用の測量用ポー

ルを使用しない時期があり、地面からプローブまでの距離にば

らつきがあったことや、2台のサーベイメータで測定員が2人
並んで測定する場合と1人ずつ交互に測定する場合があったた

め、人体等による遮蔽効果の違いでばらついたものと思われ

る。地点 i8（相馬郡飯舘村、発電所から北西約 44 km）では、

当初 3 μSv/h程度あった線量率が5年後には 0.2 μSv/h程度

まで下がっている。この地点では 2013年 6月から7月にかけ

A）�2016年 4月以降、サーベイメータによる線量率の測定頻度は 1年に一度、ガラスバッジの交換頻度は 3 か月に 1 回となっている。また、シリコン半

導体検出器による積算線量の測定は 2016年 3月で終了している。
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図 3	 サーベイメータにより測定された空間線量率の推移の例

図 4	 地点 i8 における表土剥ぎ取りの状況（2013年 6月撮影）

図 5	 サーベイメータにより測定された空間線量率と
	 その関数適合状況並びに減衰比率の例（地点 79）

（左: 地点 83、右: 地点 i8）
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て除染を目的とした表土の剥ぎ取りと入れ替えが実施されてい

る。測定位置は県道12号原町川俣線と非舗装部分（花壇を含

む）に挟まれた側溝の蓋上に設定されており、同時期に除染が

実施されたのは非舗装部分約 550 m2
と思われる（図4）。この

影響により除染の直近前後で線量率が約 65%下がり、2011年
5月1日から2016年 3月14日までの積算線量は除染が無かっ

たと仮定した場合に比べて 29%、2015年 3月15日から2016
年3月14日までの積算線量は 67%低減している。

（2）サーベイメータの測定データから得た環境半減期
図 5に地点 79（双葉郡浪江町、発電所から北西約 29 km）

にて取得された空間線量率のトレンドと、このうち積雪がない

時のデータについて（1）、（2）式で関数適合した例を示す。モ

デル式F（t）は線量率トレンドを精度よく再現しており、成分1
すなわち早い成分の半減期は 0.24年、成分 2 の半減期は4.6
年に、また、成分 1の寄与割合は約 30%に収束した。F（t）
はトレンドを早い成分と遅い成分に分けるため、関数適合に用

いる期間、特に開始時点が異なれば、各パラメータも異なる

値に収束することが考えられた。そこで期間を変えて関数適

合を行って得られた収束値を比較した。 その結果、地点 79
の場合、表 3 に示すように 2011年5月1日を起点とすれば、3
か月程度開始時点が異なってもɑ1、T1、T2、D0 は大きく異な

らないが、それ以上異なると初期の部分において適合関数が

実測データから大きく乖離する傾向を示した。このことは

2011年後半以降に取得されたデータを使用し、過去の線量率

を遡って予測するのは難しいことを意味する。

（1）式によりF（t）は物理的減衰（図 5 の破線）と、その他

の要因による減衰（一点鎖線）に分けることができる。また、

約 30%ある成分 1のF（t）への寄与は 2012年 3月以前が支

配的であるが、この成分1は、ウェザリング等により放射性セ

シウムが減っていく減衰に加え、それ以外の核種の減衰（物

理的減衰を含む）による寄与をある程度含んでいると考えられ

る。関数適合に用いたデータは 2011年 5月1日以降であり、

この時点において主要な線量率寄与核種であった
131Iは 2011

年 3月中旬を基準とすると約 6半減期経過し、当初の1%程

度まで減衰している。一方、4.6年の半減期で減衰する成分 2
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表 3	 サーベイメータにより測定された線量率データに対し期間を変えて関数適合を行って
	 得られたパラメータの一覧（地点 79）

*1 積雪時のデータを除く。

適合に用いた期間 *1 ɑ1 T1（年） T2（年） D0（μSv/h）

2011年 5月 1日～2016 年 3月 4日 0.34 0.24 4.6 12

2011年 5月16日～2016 年 3月 4日 0.33 0.26 4.6 12

2011年 6月 1日～2016 年 3月 4日 0.38 0.20 4.5 13

2011年 7月 1日～2016 年 3月 4日 0.32 0.28 4.7 12

2011年 9月 1日～2016 年 3月 4日 0.36 0.26 4.7 12

2011年 12 月1日～2016 年 3月 4日 0.88 0.11 4.5 68

2012 年 4 月 4日～2016 年 3月 4日 0.82 0.17 4.6 43

2013 年 4 月 5日～2016 年 3月 4日 0.90 0.45 19 51

2015 年 4 月 7日～2016 年 3月 4日 0.32 0.19 3.9 12
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は、ウェザリング（地中方向への核種の移行を含む）
16）等を捉

えた環境半減期に相当する。2012年 4月以降のみについて対

象とすると、実効的な半減期は約 1.9年、そのうち物理的減

衰の半減期が約 3.7年、その他の要因による減衰（環境半減

期）が約 3.9年と評価され、物理的要因と環境の要因がおよそ

1:1で減衰している。

これ以外の地点（図 3、図 6）については、今回解析した15
地点のうち13地点で、（1）式への関数適合ができ、各パラメー

タについて収束値を得た（表1）。一方、地点 38（いわき市四

倉町）及び地点 84（いわき市三和町）では、関数適合はでき

たものの 2成分に分離できなかった。これらの地点では元々

の線量率が高くなく（2011年 5月時点の線量率が1 μSv/h以
下）、関数適合の際にバックグラウンド線量率として固定の値

（DBKG = 0.05 μSv/h）を用いたことや、2011年夏ごろにかけて

精度よく指示値の読み取りができていなかったことがその原

因として考えられる。

地点 38及び地点 84 を除く13地点についてみると、成分1
の割合（ɑ1）は最小 0.096 ～最大 0.88（平均 0.41）、成分1、2
の（環境）半減期（T1、T2）は各々12～160日（平均64日）、2.8
～27年（平均 9.6年）となり、いずれのパラメータについても

ばらつきが大きい（なお、除染が早期に行われた地点 21、i7、
i8を除外しても平均値やばらつきの傾向はほとんど変わらな

い）。このうち、環境半減期T2 については、将来の線量率の

変動傾向を予測する上で重要なパラメータであり、地点の特徴

とT2値との関係性を注意深く観察したが、明確な関連は見い

だせなかった。ただし、図 7（左）に示したように、アスファル

ト舗装の上など土粒子や雨水が流れ出やすそうなところで半減

期は比較的短く、逆に舗装道路から土粒子や雨水等が流入し、

道端の非舗装部分でトラップされ得る箇所（図 7（右））で長く

なる、と解釈可能な場合もあった。岩元ら
17）は

137Csにより汚

染されたエリアについて除染領域と線量低減効果を計算し、

地上高さ1 mを線量率評価点とすると除染半径10 mで約5割、

20 mで約 6割線量率が低減することを報告している。このこ

とは、サーベイメータで測定される線量率は測定地点から半

径数 10 mの範囲をみていることを示す。したがって地点の局

所的状況によって線量率の値そのものが空間的に変化し、環

境半減期についても比較的狭いスポットの特徴を反映し、値

がばらつくものと推察される。また一般に、線量率の定期モ

ニタリング地点の多くは車両等でアクセスしやすい場所に設定

されており、今回解析対象とした15地点についても、ほとん

どが舗装道路やその近傍の土地及び両者の境界付近にある。

このため、地点の特徴（土地利用状況）が明確でなく、T2値

との間に一般的傾向が見られない要因となっている。

（3）積算線量計で得られた線量率のトレンドと環境半減期
図8にガラスバッジ（GB）及びシリコン半導体検出器（EPD）

により測定された積算線量を経過時間で除すことにより得た

線量率の推移を示す。図にはサーベイメータ（ASI）により得

られた空間線量率の関数適合結果を併せて示した。測定に用

いられたEPDは元来電子式個人被ばく線量計として放射線業

務従事者等の被ばく管理に用いられている。また、GBについ

ては環境タイプとされているものの、あくまで線量の監視レベ

ルを補間する目的で設計されている。したがって、積算線量

計の指示値を換算し線量率として解釈することは必ずしも適当

ではないが、5年間のトレンドを全体として見る限り、サーベ

イメータにより得られた空間線量率の減衰傾向を再現し、積

雪や除染の効果も明確に捉えている。

2種の積算線量計から得た線量率とサーベイメータで得たそ

れを比較すると、地点によりその大小関係が異なる。これは、

線量計の特性や校正条件の違いによるところもあるが、積算線

量計の設置位置とサーベイメータの測定位置が同一地点にお

いても実際には数メートル離れている（図7参照）ためである。
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図 6	 サーベイメータにより測定された各地点における空間線量率の推移
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図 7	 空間線量率測定地点の様子
（左：地点 79（2015年 6月5日撮影）、成分 2 の半減期 T2 = 4.6 年、右：地点 33（2015年 6月10日撮影）、T2 = 27年）。

測定者の立っている位置から数メートル離れた位置に積算線量計収納用の木箱が設置されている。
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図 8	 積算線量計（GB：ガラスバッジ、EPD：シリコン半導体検出器）により測定された積算線量を換算して得た線量率の推移
各グラフ左下の囲み数字は地点番号を示す。

サーベイメータ（ASI）により得られた空間線量率の関数適合結果を併せて示す。

空
間
線
量
率（
µS
vh
-1
）

空
間
線
量
率（
µS
vh
-1
）

2011/3/15 2012/3/15 2013/3/15 2014/3/15 2015/3/15 2016/3/15 2011/3/15 2012/3/15 2013/3/15 2014/3/15 2015/3/15 2016/3/15

GB 測定値（積雪時除く）
EPD 測定値（積雪時除く）
GB測定値（積雪時）
EPD 測定値（積雪時）
GB F（ t）
EPD F（ t）
ASI F（ t）

GB 測定値（積雪時除く）
EPD 測定値（積雪時除く）
GB測定値（積雪時）
EPD 測定値（積雪時）
GB F（ t）
EPD F（ t）
ASI F（ t）

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

4

3

2

1

0

空
間
線
量
率（
µS
vh
-1
）

空
間
線
量
率（
µS
vh
-1
）

2011/3/15 2012/3/15 2013/3/15 2014/3/15 2015/3/15 2016/3/15 2011/3/15 2012/3/15 2013/3/15 2014/3/15 2015/3/15 2016/3/15

GB 測定値（積雪時除く）
EPD 測定値（積雪時除く）
GB測定値（積雪時）
EPD 測定値（積雪時）
GB F（ t）
EPD F（ t）
ASI F（ t）

GB 測定値（積雪時除く）
EPD 測定値（積雪時除く）
GB測定値（積雪時）
EPD 測定値（積雪時）
GB F（ t）
EPD F（ t）
ASI F（ t）

10

8

6

4

2

0

25

20

15

10

5

0

空
間
線
量
率（
µS
vh
-1
）

空
間
線
量
率（
µS
vh
-1
）

2011/3/15 2012/3/15 2013/3/15 2014/3/15 2015/3/15 2016/3/15 2011/3/15 2012/3/15 2013/3/15 2014/3/15 2015/3/15 2016/3/15

GB 測定値（積雪時除く）
EPD 測定値（積雪時除く）
GB測定値（積雪時）
EPD 測定値（積雪時）
GB F（ t）
EPD F（ t）
ASI F（ t）

GB 測定値（積雪時除く）
EPD 測定値（積雪時除く）
GB測定値（積雪時）
EPD 測定値（積雪時）
GB F（ t）
EPD F（ t）
ASI F（ t）

16

12

8

4

0

8

6

4

2

0

空
間
線
量
率（
µS
vh
-1
）

空
間
線
量
率（
µS
vh
-1
）

2011/3/15 2012/3/15 2013/3/15 2014/3/15 2015/3/15 2016/3/15 2011/3/15 2012/3/15 2013/3/15 2014/3/15 2015/3/15 2016/3/15

GB 測定値（全期間積雪なし）
GB F（ t）
ASI F（ t）

GB 測定値（積雪時除く）
EPD 測定値（積雪時除く）
GB測定値（積雪時）
EPD 測定値（積雪時）
GB F（ t）
EPD F（ t）
ASI F（ t）

16

12

8

4

0

0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0.0

88

J. Saegusa et al.



©Journal of the Society for 

Remediation of Radioactive 

Contamination in the Environment

図 8	 	積算線量計（GB：ガラスバッジ、EPD：シリコン半導体検
出器）により測定された積算線量を換算して得た線量率
の推移（続き）

図 9	 	2 種の積算線量計（GB：ガラスバッジ、EPD：シリコン半
導体検出器）を用いて得られた線量率比の経時的変化

各グラフ左下の囲み数字は地点番号を示す。

サーベイメータ（ASI）により得られた空間線量率の関数

適合結果を併せて示す。
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一方、2種の積算線量計の値を比較すると、GBによる線量

率は、対象としたほぼすべての地点においてEPDによる線量

率を上回っており、20 ～ 50%の差異がある（線量の低い地点

1及び 84 を除く）。この原因の一つとして、GBは線量計の校

正時に
137Csのフリーエア照射で周辺線量当量が値付けされて

いるのに対し、EPDは
137Csフリーエア照射で得た値に対し、

アクリルファントムに装着して照射（オンファントムで照射）され

た指示値（IOP）とフリーエア照射された指示値（IFA）の比で決ま

る変換係数p（= IOP /IFA）を乗じて個人線量当量として値付け

されていることが挙げられる
18）。ただし、DOSE i - γの場合p

は 1.07～1.10とされており、差異を説明できる方向ではある

が20 ～ 50%に比べれば小さい
B）。各々の線量計の方向特性

は公表されていないが、EPDをファントムに装着しない状態で

の方向依存性は装着した場合に比べて小さいと推測されるこ

と
20）や、EPDとGBで方向依存性の傾向（正面入射>側方入

射）に大差はないと考えられることから、この影響は小さいと

思われる。また、各線量計は木箱及びプラスチック容器に入

れられていることや、地上 1 mにおけるベータ線/ガンマ線の

線量比が 0.06 ～ 0.6と計算されていること
21）を考慮すると、

ベータ線の影響はほとんどないと考えられる。一方、上述のよ

うに通常、各線量計は基準線源（
137Cs）を用いて校正されて

おり、一般環境での光子スペクトルと異なる（
134Csの存在や散

乱線の影響）ため、線量計のエネルギー特性の違いにより、

実際の線量との間に差異が生じる要因となる
22）。図9に示すよ

うに、地点 84 を除けば時間の経過とともにGBによる線量率

とEPDによるそれとの比（GB/EPD）が低下していることか

B）�周辺線量当量に 0.7 を乗じることにより成人の個人線量が評価できるとの結果が報告されている
19, 20)。これは個人線量計が装着される人体や校正用

ファントムの存在によって正面入射以外の放射線が遮蔽されることに起因するものであり、ここでの差異を説明するものではない。

ら、環境中の
134Cs/137Cs比の時間的変化や放射性セシウム

の地中への移行により光子スペクトルが変化し、両者の差が生

じた可能性がある。

次に、線量率の（1）、（2）式への関数適合の状況をみると、

パラメータは収束したものの、各地点において異なる線量計

（ASIを含む）で得られたɑ1 やT1 のばらつきが大きく（表1）、
その差異は 10倍以上に及ぶ場合がある（例えば、地点 34、
79）。これは、ASIでの測定に比べて初期の測定間隔が長いこ

とや、GBでは関数適合に用いたデータが2 か月程度遅いこと、

EPDでは観測した線量（率）に季節的な変動が見られ（3．（5）
参照）、2011年春季の急激な線量率下落を反映して関数が適

合されたこと（地点 31、32、33、34、79）等が影響していると

考えられる。この場合、ɑ1 やT1 は比較的初期のデータに大き

く左右され、信頼性は低いといえる。一方、環境半減期に相当

するT2 については、除染のため適合に用いたデータ数の少ない

地点 21のEPDによる値を除いて3.3年～19年の範囲で収束

した。各地点において異なる線量計で評価されたT2 は概ね 2
年程度異なることが多いことから、得られた環境半減期もこの

程度の不確かさを有していると考えられる。

（4）積雪による線量率の低減
線量率トレンドのうち関数適合に用いなかった積雪時のデー

タDi
*と、適合結果であるF（t）とを比較することにより、各地

点における積雪遮蔽ファクタを求め、Di
*取得時の積雪深と比

較した。この結果を図 10 に示す。地点ごと、また同じ地点で

あっても時期ごとに積雪遮蔽ファクタはばらつくが、全体とし

ては両者に関係性が認められ、積雪深が概ね 5 cm以上ある

場合、積雪深の増加とともに積雪遮蔽ファクタは減少し、20 
cmの積雪により線量率は15%から50%低下する傾向がある。
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図10	 積雪深と積雪遮蔽ファクタの関係
藤元による計算値

24)を併せて示した。

ρ は積雪の密度（g/cm3
）である。
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積雪遮蔽ファクタについては長岡ら
23）や藤元

24）により、天然

の核種を対象とした実測データやシミュレーション結果が報告

されている。今回取得されたデータは主に放射性セシウムが

線量に寄与しているが、これらの報告値と似た傾向がある。

藤元
24）は土壌中に一様分布する

40K、
226Ra、232Thを一次線

源として積雪深と積雪遮蔽ファクタの関係を計算で評価し、こ

れら3核種がどのような濃度をもつ場合でも結果に大差はない

としている。これに基づくと、今回対象とした各地点の積雪密

度ρはおおよそ 0.1から0.4、平均すると0.25 g/cm3
に相当す

る。一方、積雪深が5 cm以下の場合に積雪遮蔽ファクタにば

らつきが生じるのは、線量率測定地点付近での積雪深に局所

的なムラがあり、線量が寄与するエリア全体を反映していない

ことが原因と考えられる。特に地点 21（双葉郡葛尾村）はアス

ファルト舗装道路と木立の境目付近に位置するため、除雪や融

雪の影響により積雪深が地点周囲に比べて浅くなり、値が低

めにばらついているものと推察される。

過去 5年間（2011年 5月1日から2016年 3月14日まで）に

除染の行われていない地点（地点 1、31、32、33、34、79、
83）を対象とし、関数F（t）を単純に積分した場合と、積雪時

の線量率（サーベイメータで測定）を時間積分しF（t）の単純

積分値から差し引いた場合を比較すると、後者は前者に比べ

1.9%～ 6.5%（平均 4.4%）低く評価された。低減効果が最小

となるのは積雪量が少ない地点 1（福島市杉妻町）であり、最

大は山間に位置する地点33（相馬郡飯舘村）であった。これら

の値は積算線量計のトレンドから得た値とも整合し、例えば地

点 33 では、ASI: 6.5%、GB: 5.6%、EPD: 5.5%と評価され

た。福島では積雪の程度は毎年異なるもののその期間は 1年
の四分の一に及ぶ場合もあるため、長期にわたって受ける線量

を評価する際には、単に線量率を関数F（t）で積分するだけ

でなく、積雪による低減効果を加味することで、より精度を高

めることができるであろう。

（5）2013 年冬季における不連続な線量率変動
図 3（左）、図 5、図 6 を詳細にみると、2013年夏季から

2014年夏季にかけて線量率の実測データがF（t）とわずかに

乖離し、2013年冬季（2013年の年末を含む冬）を境として実

測データが不連続に変動したと見受けられる地点（地点 31、
32、33、34、79、83）がある。似たような傾向が積算線量計

によるトレンド（図 8）のうち、GBによるデータ（地点 31、32、
33、34、79）においても見られた。EPDではそのような傾向

はなく、逆に2013年夏季を中心として低めの値で推移していた

（地点 31、32 で顕著にみられるように、この年以外の夏季に

おいても低めの値が観測されている。）
C）。

不連続が生じた原因ははっきりとしないが、これらの地点は

いずれも降雪の多い地点であることや、道路から遠く離れてお

り除染の影響を受けにくい地点 1においてもわずかに不連続

が見られることから、2014年 2月上旬に生じた記録的な豪雪
26）

により融雪時のウェザリング等が促進された可能性がある。こ

の場合、5年間の測定データ全体をF（t）に適合させると、F
（t）は 2013年夏季の線量率を過小に、2014年夏季は過大に

線量率を見積もることになる。そこで、（1）式の右辺第 1項に

スケール因子Sを乗じた下記の（3）式を導入し、2013年までの

線量率データは（1）、（2）式で、2014年以降は（3）、（2）式で

関数適合して各パラメータを求め、全期間にわたり（1）、（2）
式で適合した場合と比較した。

C）�この EPD のメーカーによる温度特性試験では、基準温度 20℃に対し 40℃で 2.2％レスポンスが増加する結果が得られており
25)、今回の測定結果

と相反している。
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D）�地点 32 の近く（南東約 400 m）においてモニタリングポストによる線量率の定点測定が行われている。この地点の線量率トレンド
27)に不連続性は見

出せなかった。ただし、線量率の季節依存性（夏季に高めの値を示す）の影響で不連続性が見えなくなっている可能性はある。なお、2011年 7月下

旬に発生した新潟・福島豪雨及び 2015 年 9月上旬の関東・東北豪雨では福島県内各地で激しい雨が観測されたが、今回対象とした地点の線量率ト

レンドに顕著な変動は認められていない。

ここで、S : 2014年以降の実測データに乗じるスケール因子

であり、関数適合で求めるパラメータの1つである。

その結果、地点 32 の場合、図 6（地点 32）に示すように

2013年冬季を境に関数式を使い分けると、実測値と適合関数

はよく一致し、スケール因子Sは 0.81に収束した。一方、環

境半減期T2 は 6.9年から31年へと大幅に長くなった
D）。その

他の地点 31、33、34、79、83 についても同様に調べたところ

Sは 0.84 ～ 0.97の範囲にあり、T2 はいずれの場合も大幅に

長くなり、実質的に成分 2 の寄与がない状態で収束することが

多かった。なお、Sを導入してT2 が無限大に収束するのは、

ウェザリング等（成分2）による線量率の変化がないことを意

味する。すなわち、成分1の寄与がみられなくなった後（3．（2）
参照）の線量率変化は、放射性セシウムの物理的減衰を除け

ば、2013年冬季の不連続のみに起因することに相当する。

測定を継続し、より長期にわたってトレンドを解析すれば、

どちらのモデルが実際の線量率変動を的確に捉えているか傾

向が見出されるであろう。ただし、長期的な線量率の予測を目

的として関数を使うのであれば、線量の不連続が生じる度に関

数を変えていては目的を達しない。また、そもそも土や水の移

動に基づくウェザリングは連続的になめらかに起こっているの

ではなく、大きさや頻度が都度異なる自然現象の変化をドラ

イビングフォースとしている。環境半減期 T2 はこのような大な

り小なりの変化を一括りに取り扱おうとしたものであり、今回

観測された不連続性についても非常に長い期間でみれば（1）
式のような一つの関数で表現できる。一方、線量率に変化を

もたらす大規模で稀有な事象（地形の変化、大量の土砂の流

出入等）が生じた場合に対してはモデルの適用はできない。

4．まとめと結論
福島第一原子力発電所の事故から5年が経過したのを機に、

福島県内の15地点で測定された空間線量率のトレンドを整

理・解析し、その変動傾向や積雪期における線量の低減につ

いて考察した。

その結果、サーベイメータや積算線量計で測定された空間

線量率のトレンドは、放射性セシウムの物理的減衰とその他の

要因による減衰（2成分）をコンポーネントとする関数式で概

ね精度よく関数適合可能であったが、後者の減衰成分を 2 つ

に分離できない場合や、期間の途中に不連続な変動がみられ

る場合もあった。後者の減衰のうち、ウェザリングを主要因と

する遅い成分の半減期 T2（環境半減期）は、サーベイメータ

で測定されたデータについて 3年から27年の範囲にあり、平

均約 10年であった。表土の入れ替えによる除染により、線量

率が 6割以上低減する例も見られた。

また、関数適合で得られたF（t）式を利用して積雪遮蔽ファ

クタを求めることにより、冬季 5シーズンのデータについて積

雪による遮蔽の影響を定量化した。積雪深と線量率との関係

は、地殻からの天然核種についてこれまでにも文献で報告さ

れているが、今回の解析結果はこれらの報告値と矛盾しない

ものであった。各地点の積雪密度はおおよそ 0.1～ 0.4 g/
cm3

、平均で 0.25 g/cm3
と推定された。さらに、積雪のある

地点でF（t）を用いて5年間の積算線量を評価したところ、積

算線量はF（t）を単純に積分した場合に比べて 2%から7%
低くなることが示された。

福島における放射線モニタリングは現在も継続して行われて

おり、新規に取得したデータが妥当なものなのか、或いは以前

の測定に比べて有意な差が生じたかを判断する根拠として今

回の解析が一助となれば幸いである。また、今後より長い時

間スケールで線量率の変動について検討する際に、この 5年
間の解析結果が比較的初期の情報として活用されることを期

待する。
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和 文 要 約
2011年3月に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故後、福島県内各地において放射線モニタリングが継続して行われて

いる。事故から5年が経過したのを機に、原子力発電所から20 ～ 60 km に位置する15地点で得られた空間線量率のトレンド（2011
年5月～）を解析し、線量率の減衰傾向や積雪による遮蔽効果について考察した。線量率のトレンドは放射性セシウムの物理的減

衰とウェザリング等その他の要因を加味した関数に適合することができ、この結果から環境半減期は 3 ～27年（平均 10年）と評価

された。また、積雪による遮蔽の影響で線量率は下がり、積雪深 20 cmで15%から50%低下した。この影響により、5年間の積

算線量は積雪がなかった場合に比べて最大約 7%低くなることが分かった。
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